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1　特別支援学校の現状

0　盲･聾･養護学校から特別支援学校へ(制度の弾力化)
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○　特別支援教育の対象の概念図
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○　特別支援学校数､在学者数

(平成19年5月1日現在)

l区分 乂xﾕｩ�B�在学考数(人) 

幼種部 傅ﾈｧyYB�中学部 俘)9兀B�計 

視覚障害 都��260 田Sb�480 �"ﾃ�迭�3,591 

聴覚障害 ���"�1,268 �"ﾃ�ィ�1,354 ��ﾃs�"�6,518 

505 田b�19,091 ��RﾃS#��33,379 田づ�Sr�

159 鼎��6,162 �2ﾃCッ�4,125 ��2ﾃ�#"�

78 ����1,137 ��ﾃ�S��990 �2ﾃ#コ�

複数の障害種を対象と する学校 涛��10 釘ﾃ����2,875 迭ﾃ�3B�12,900 

合計 ��ﾃ��2�1,653 �32ﾃC���24,874 鼎づ#3R�108,173 

○　特別支援学校在学者の推移
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※　平成18年度までの数値は､盲学校･聾学校･養護学校(知･肢･病)の5種の学校の在籍者数を
合計したものであり､その合計が特殊教育諸学校の計となる｡しかし平成19年度の数倍は､複数の
障害棒に対応できる特別支援学校制度-転換したため､幼児児童生徒の障害種を学級編制により集
計した.その際､重複障害学級在籍者についてはそれぞれの障害種に重複してカウントして･J　うた
め､各障害種の数値の合計は特別支援学校の計とは一致しない｡



0　重複障害学級在籍率の推移

重複障害学級在籍率の推移(小t中学部)
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0　特別支援学校高等部の学科数･在籍生徒数

①特別支援学校(視覚障害)　　　　　　　　　　　　(平成1時5月1日現在)

＼ 剳£ﾊ 兢ｸﾉ)yﾙ|2�理療 凉ﾘｧy|9d��家政 �乂��その他 

本科 乂x怏�B�54 鼎B�- 辻�1 �"�2 

生徒数 田#B�280 辻�- ���7 �#��

専攻科 乂x怏�B�1 �3R�59 �2�- �2�4 

生徒数 ���351 涛#2�53 辻�13 �#��

②特別支援学校(聴覚障害)

＼ 剳£ﾊ 亢�､"�産莫工芸 �6h5X4892�印刷 �i�ﾒ�被服 凉ﾙvR�

本科 乂x怏�B�53 迭�36 �"�6. �"�22 ��b�

生徒数 都�2�25 �#Cr�17 鉄b�2 �����45 

専攻科 乂x怏�B�5 �2�14 �"�4 辻�10 ��2�

生徒数 田B�28 鼎B�17 �#B�- �#B�31 

＼ 剩�e- �5��6x6ｨ984��美術 �5ｨ8�7�6(4��技術材料 倬X怦ｵｨﾔ��その他 

本科 乂x怏�B�1 ���1 ���2 辻�12 

生徒数 �"�ll �2�6 免ﾂ�- ���R�

専攻科 乂x怏�B�2 辻�- 励��1 �"�12 

生徒数 澱�- 辻�4 �2�乏1 涛2�

③特別支援学校(知的障害､肢体不自由､病弱)

知的 障害 ����＼ 儿�,｢�農菓関係 儘鮎hｭhﾅr�商業関係 �i.ｸｭhﾅr�産業 本科 乂x怏�B�443 �#��35 蔦��20 �32�

生徒数 �3�篥Sモ�513 ��ﾃ�3b�16 鉄CR�1,086 

専攻科 乂x怏�B�8 辻�- 辻�- 辻�

生徒数 ��Cr�- 辻�- 辻�- 

肢体 不自由 ����＼ 儿�,｢�工業関嘩 傅Hｼhｭhﾅr�家庭関係 本科 乂x怏�B�161 �2�3 �"�

生徒数 澱ﾃ#S��73 �#r�42 

病弱 ����＼ 儿�,｢�産業 本科 乂x怏�B�55 ���

生徒数 ��ﾃ3S"�48 



○　特別支援学校高等部(本科)卒業者の進路状況
(平成19年3月卒業者)

区分 劔�(ｼh�"�進学者 仆8孜�傴y_ﾉ9�� 劔施設.紬機関 �+ｸ,ﾉ�ﾂ�

冒.聾.養護学校高等部計 劔�ﾂ�人 ��ﾂ�溢… 鷲 ;,実 りさ 亦�轟蔓喜- �5ﾘ���人 ��ﾂ�14,284 鼎����2紕R��512 (3.6%) 劔唐ﾃ#Sb�ゴr繧R��(1描)i 

盲学校 �283 ������3づRR��8 (2.8%) ��剴s2��#R繧R��58 (20.5%) 

聾学校 �509 �#���49 ��"�剴Cr�24 

(41.1%) 茶��ｳbR��肇主賓沫転 劔(9.2%) 茶B縒R��

養護学校計 �13,492 ��c2����"R��455 (3.4%) 儉r�剴づ�3b�ツ��2R��1,649 (12.2%) 

知的障害養護学校 免ﾂﾃ��"�98 (0ー9%) �33���2��R�� 册ﾙ�｢���6,617 (59.7%) ��ﾃ�s2����綯R��

肢体不自由養護学校 ��ﾃ田r�27 都���2綯R�� 剪�1336 �3�"�

_(1.4%) 剳¥整l,0- 劔(67,9%) 茶�偵BR��

病弱養護学校 鼎C2�38 (8.6%) 鼎b����ﾃBR��+ rJ 辻��183 (41.3%) 停纉B��#��"R��

※四捨五入のため､各区分の比率の計は必ずしも100%にはならない｡



2　特別支援学校の教育課程

○　特別支援学校の教育課程の現状

1　教育のねらい

幼稚園､小学校､中学校及び高等学校に準ずる教育とともに､障害による

学習上又は生活上の困難を改善･克服するために必要な教育を行い､一人一

人の能力と可能性を最大限に伸ばし､可能な限り積極的に自立し､社会参加

する人間を育成する｡

2　教育課程の構成

特別支援学校の教育課程は､幼稚園に準ずる領域､小学校､中学校及び高

等学校に準ずる各教科､道徳､特別活動､総合的な学習の時間のほか､障害

による学習上又は生活上の困難の改善･克服を目的とした額域である｢自立

活動｣で編成されている｡

なお､特別支援学校(知的障害)の各教科については､独自に示されてい

る｡

幼稚園､小学校､中学校又は帝等学校に準ずる領域等 �<�¥ｨ辷�ｧr�ﾕｩ<h齪,ﾉ|ﾂ�暫�

幼稚部 丿Y|ﾈ暫伊(ﾔ鶫�ﾈｭHｭhﾅzHｬ(ｺｺHﾋ靜ｪIUﾈﾋｲ��自立活動 

小学部 丿Xｻ8怺I;�;ⅹ<�¥ｨｨ�:鶫�ﾘﾘy4�,逢x�,ﾈ鳧ｭB�自立活動 
(特別支援学校(知的障害)は､各教科､道徳､特別活 動). 

中学部 儺ｸ�8ｻ8怺I����ｻ8怺I;�;ⅹ<�¥ｨｨ�:鶫�ﾘﾘy4�,逢x�,ﾂ�自立活動 

時間 

高等部 丿Xｻ8怩陷盈ｪI<�¥ｨｨ�:鶫�ﾘﾘy4�,逢x�,ﾈ鳧ｭB�自立活動 (特別支援学校(知的障害)は､各教科､道徳､特別活 

動､総合的な学習の時間) 

3　各教科

(1)特別支援学校(視覚障害､聴覚障害､肢体不自由､病弱)

Q)教科の構成等
各教科の構成及び目標･内容は､小･中･高等学校に準じている｡

(2)特別支援学校(知的障害)

①　教科の構成等

各教科は､知的障害の特徴や学習上の特性などを踏まえた独自Uノ教科

及びその目標･内容が示されているo



各教ー科の構成 

小学部 俛�ﾎｪH蟀�JH尨ｧ唔�ﾘ柯ﾔ萎ﾊI�ﾈ斯I�hｨ芥耳耳爾�(1-6年) 

小学校 俛�ﾎｪH蟀�JH尨ｧ唔�ﾘ柯ﾔ萎ﾊI�ﾈ斯I�i6蟹�h檄HﾚH�Hﾜy���(1-2年)(3-i年)(3-6年)(5.6年) 

中学部 儺ｸ�3ｨﾙ�ﾎｪH��檄I�HｧzIyﾘ怺H尨ｧ唔Oﾈ��I]ｸﾉ)�ﾈ斯B�

選択:外国語､その他特に必要な教科 

中学校 儺ｸ�3ｨﾙ�ﾎｪH��檄I�HｧzIyﾘ怺H尨ｧ唔Oﾈ��I]ｸﾉ)�ﾈ斯B�技術.家庭､外国語 

選択:土星墾塾､その他特に必要な教科 

高等部 儿�,ｨｻ8怎ｨﾙ�ﾎｪI�HｧzIyﾘ怺I]ｸﾉ)�ﾈ斯Hｮ霎�I;hﾜzIjｩ(鶇�|ｪB�家庭､外国語､情報(外国語及び情報は選択) 

専門教科=農業､工業､塞堕､産直二竺二二巨星 

学校設定教科 

高等学校 儿�,ｨｻ8怎ｨﾙ�ﾎｪI�HｧzIyﾘ怺I]ｸﾉ)�ﾈ斯I�凩ｹ,Hﾖ:9�9|ｪI.i�鵤�家庭､外国語､情報 

専門教科‥農業､工業､峯庭､亜墓､直垂､畳壷､墜盤､塾､ 

墾塾､墜宣､畳塞､畳墓､玉堂､墓量) 
学校設定教科 

(注) ･上段は特別支援学校(知的障害)､下段は′ト･中学校等の教科

は､特別支援学校(知的障害)と小･中学校等で構成の異なるもの

②　教科の目標･内容

児童生徒の障害の特性を考慮して､内容を学年別に区分せず､小学部
3段階､中学部1段階､高等部2段階で示している｡ (別添資料1)

(3)　高等部の専門教育に関する教科

①　教科の構成等

特別支援学校(視覚障害､聴覚障害､肢体不自由､病弱)では､高等

学校に準じた教科のほか､障害の特性に応じた教科･科目が示されてい

る｡ (別添資料2)

また､特別支援学校(知的障害)では､障害の特性に応じた教科が示

されている｡



特別支援学校高等部において､高等学校に準ずる教科以外に示している教科

区分 仆8怩�

特別支援学校(視覚障害) �+)zZI]ｸﾉ)yﾙ|2�

特別支援学校(聴覚障害) �8ﾟﾊIyﾙvR餔ﾉvZH4�8ｨ�ｸ6ｨ984��

特別支援学校(知的障害) �i�ﾚIE�jHﾔ鮎jIzﾉ,｢�5H�ｸ7(5��

このほか､高等部専攻科の教科として､特別支援学校(視覚障害)では保健理廉､

理療及び理学療法､特別支援学校(聴覚障害)では理容･美容､歯科技工が示されて

いる｡

区分 仆8怩�資格 

特別支援学 校-(視覚障 害) 兢ｸﾉ)yﾙ|2�あん摩マッサージ指圧師 

理療 �*�/�h�7ﾘ6(5H�ｸ5x輾�8蹕I�8.育JH*ｸ.H*H蹕2�

理学療法 凉ﾘｧy|9d�贅�

特別支援学 校(聴覚障 害) 凉ﾙvR餔ﾉvR�理容師､美容師 

歯科技工 倬X怦ｵｨﾔ域ﾒ�

4　道徳及び特別活動

特別支援学校の道徳及び特別活動は､ ′ト･中･高等学校に準じている｡

なお､高等学校の道徳については､学校の教育活動全体を通じて行われて
いるが､特別支援学校(知的障害)高等部では､領域として道徳が設けら

れている｡

5　自立活動

(1)目標

個々の幼児児童生徒が､自立を目指し､障害に基づく種々の困難を主

体的に改善･克服するために必要な知識､技能､態度及び習慣を養い､

もって心身の調和的発達の基盤を培う｡

(2)授業時数

自立活動の指導は､学校の教育活動全体を通じて行うとともに､自立

活動の時間を設けて行うこととしている｡自立活動の時間を設けた指導

に係る授業時数は､児童生徒の障害の状態に応じて適切に定めるものと

している｡

(3)内容と構成

自立活動の内容は､人間としての基本的な行動を遂行するために必要な

要素と､障害に基づく種々の困難を改善･克服するために必要な要素を耳
つの区分に分類.整理し各区分ごとに4-5項目が示されてい三｡

自立活動の指導に当たっては､児童生徒の実態等に応じて必賛な,ー7㌻;¶ J

選定し､それらを相互に関連付けて具体的な指導内容を設定する｡



1健康の- 茶���hｨ�,ﾈ8ｨ5�8�.)�hｨ咽ｸｫX,ﾈﾆ��ﾈ,亊h+x.�+�,h�ｲ�

保持 茶"儼�ｴ8,ﾈ�9�H,ﾉyﾘ��,i�hｨ握y��,亊h+x.�+�,h�ｲ�

(3).損傷の状態の理解と養護に関することo 

(4)健康状態の維持.改善に関することo 

2心理的な 茶���顏�,ﾈ��.�,亊h+x.�+�,h�ｲ�

安定 茶"����ﾈｭiG�,ﾈﾆ��ﾈ,ﾈｮ��(,亊h+x.�+�,f��

(3)状況の変化-の適切な対応に関すること○ 

(4)障害に基づく種々の困難を改善.克服する意欲の向上に関 

すること○ 

3環境の 茶�兢ｹtﾈ+x.亅Hｦ�,ﾈｨ駅�,亊h+x.�+�,h�ｲ�
~把握 茶"亅Hｦ�,ﾉ^(�ｷ�-��8ﾗ8詹&�,ﾈｨ駅�,亊h+x.�+�,h�ｲ�

(3)感覚を総合的に活用した周囲の状況の把握に関することo 

(4)認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関することo 

4身体の 茶�倡���,h暮:粳:鞐ﾈ,ﾈｮ馮ｹ4亰ｩEﾈ,亊h+x.�+�,h�ｲ�

動き 茶"倡��云ｸ鰄,h暮:粳:鞐ﾈ,ﾉ^(�4偃�&�,ﾈｨ駅�,亊h+x.�+�,h�ｲ�

(3)日常生活に必要な基本動作に関することo 

(4)身体の移動能力に関すること○ 
-(5)作業の円滑な遂行に関すること去 

5コ-lユー 嫡著5(7�8X6ｨ5��ｸ5h8x98,ﾈｮ��)4僞ﾉ|ﾘ,亊h+x.�+�,f���"侏靜ｨ,ﾈ�9vX,iUﾈ�,亊h+r�.�+�,f��ヽ､一･一■■ ケ-シヨン 

(3)言語の形成と活用に関することo 

(4)コミュニケーション手段の選択と活用に関すること0. 

(5)状況に応じたコミ子ニケ-シヨンに関することo 

(4)自立活動の主な指導例

視覚障害 俾���/�諄,�+ﾙ^�ﾗ8轌;�H雕ｦ��饑�/�^(*H+ﾘ-�,ﾉ�xｦ�.)*��

覚等の活用の指導､弱視レシズ､拡大映像設備等の視覚補 

助具の活用の指導 

聴覚障害 竸)*隶ﾘ/�,(*�,H,ﾉJﾘ尨轌;�Hﾋ靜ｨ轌;�H詹�(.(轌[h鬨,��

どの多様なコミュニケーション手段を活用する指導 

知的障害 �&ﾙ4���･�,���ｨ+X,H-ﾘ.x.ｨ.唏ｼ�%ｸ,蔚ﾈ�ﾋ靜ｨ,ﾉ'�.ｨ."�

強い情緒不安定､自己の行動のコントロールなど 

肢体不自由 倡��云ｸ鰄.(昆:鶫�磯b飄(�"闕��,ﾉ(Y$X,�,x,ﾉ?ｨ�ﾙ�b�

活動作､コミュニケーションの指導 

柄 偃2� 病気の原因や回復を図るために必要な食事や運動制限の

理解､長期入院などからくる不安状態の改善に関する肝要



6　特別の教育課程

重複障害や障害の状態により学習が困難な児童生徒については､以下の

ような教育課程編成の特例が設けられており､よりきめ細かな指導が行わ

れている｡

①　各教科の目標･内容の一部を取り扱わないことができる.

②　下学年､下学部の教科の目標･内容の全部又は一部と代替ができるo

③　知的障害者及び重複障害者については､各教科等を合わせて指導するこ

とができる｡

④　知的障害を併せ有する重複障害者については､特別支援学校(知的障害)
の教科の全部又は一部と代替ができる｡

⑤　学習が著しく困難な重複障害者については､自立活動を主として指導す
ることができる｡

⑥　訪問教育を行う場合､重複障害者に係る教育課程の特例によることがで
きる｡

7　個別の指導計画による指導

自立活動の指導に当たっては､個々の幼児児童生徒の障害の状態､発達

の段階等の的確な把握に基づき､指導の目標及び指導内容を明確にし､ ｢個

別の指導計画｣を作成することとしている｡

重複障害者の指導に当たっては､個々の幼児児童生徒の実態を的確に把

握し､ ｢個別の指導計画｣を作成することとしているo



別添資料1

特別支援学校(知的障害)小学部の教科の目標及び内容(例)

[算　数]

1　目　標

具体的な操作などの活動を通して､数量や図形などに関する初歩的なことを

理解し､それらを扱う能力と態度を育てる｡

2　内　容

01鹿階

(1)具体物?有無が分かる｡

(2)身近にあるものの数量に関心をもつ｡

(3)身近にあるものの形の違いに気付く｡

02.段階

(1)身近にある具体物を数えるo

(2)身近にあるものの長さやかさなどを比較する｡

(3)基本的な図形や簡単な図表に関心をもつ｡

(4)一日の時の移り変わりに気付く0

03段階

( 1)初歩的な数の概念を理解し､簡単な計算をするo

(2)身近にあるものの重さや広さなどが分かり､比較する｡

(3)基本的な図形が分かり､その図形を措いたり､簡単な図表を作ったりする｡

(4)時計や暦に関心をもつ｡



別添資料2

特別支援学校高等部の専門教科･科目

1特別支援学校(視覚障害､聴覚障害､肢休不自由､病弱)

(1)特別支援学校(視覚障害､聴覚障害､肢体不自由､病弱) 

各教科 丿Xｻ8怦,���+x.�盈｢�

農業 l 僞�h怦ｧxｮ��*Hｬ(ｺｸ怦ｧxｮ��*H攣�位HｸjI�ﾘﾘx���IE�h�饑��yﾚHﾞﾉZ械�

野菜､果樹､草花､畜産､農業経営､農業機械､食品製造､食品化学､微 

生物基礎､植物バイオテクノロジ-､動物.微生物バイオテクノロジー､農 

業経済､食品流通､森林科学､森林経営､林産加工､農業土木設計､農業土 

木施工､造園計画､造園技術､測量､生物活用､グリーンライフ 

工琴 儘鮎hｵｨ��ｮ��*H攣�位HｸjH���I�ｹ�ﾚHﾔ鮎i�Iyﾘｮ��*H�饑�ｵｨ��ｮ��*Hﾝ驅��

技術基礎､生産システム技術､工業技術英語､工業管理技術､機械工作､機 

械設計､原動機､電子機械､電子機械応用､自動車工学､自動車整備､電気 

基礎､電気機器､電力技術､電子技術､電子回路､電子計測制御､通信技術､ 

電子情報技術､プログラミング技術､.ハードウエア技術､ソフトウエア技術､ 

マルチメディア応用､建築構造､建築施工､建築構造設計､建築計画､建築 

法規､設備計画､空気調和設備､衛生.防災設備､測量､土木施工､土木基 

礎力学､土木構造設計､社会基盤工学､工業化学､化学工学､地球環境化学､ 

材料製造技術､工業材料､材料加工､セラミック化学､セラミック技術､セ 

ラミック工業､繊維製品繊維.染色技術､染織デザイン､インテリア計画､ 

インテリア装備､インテリアエレメ~ント生産､デザイン史､デザイン技術､ 

デザイン材料 

商業 �7(5x6ﾈ5旭��*H攣�位HｸjI�ﾘﾘx���芥ⅹV�,izﾉ,ｪHⅸｼhｵｨ��H7ﾒﾘ5�6X4892�

グ､英語実務､経済活動と法､国際ビジネス､簿記､会計､原価計算､会計 

実務､情報処琴､ビジネス情報､文書デザイン､プログラミング 

水産 ��X蝌ｮ��*H攣�位HｸjI�ﾘﾘx���I�X蝌�饑�ｵｨ��Hｹ仂jB鞅�､2ﾘﾇhｮﾚHｹ��H補�

用､船用機関､機械設計工作､電気工学､通信工学､電気通信理論栽培漁業､ 

水産生物､海洋頻境､操船､水産食品製造､水産食品管理､水産流通､ダイ ビング 

家庭 ��hｨ亥仂hｮ��*H攣�位HｸjH彿.ｸ�饑��yﾚH��N��hｨ蟹Jﾙ$(,i]ｸ斯H髯;i[h崋B�

家庭看護-福祉､リビングデザイン､服飾文化､被服製作､ファッションデ 

ザイン､服飾手芸､フードデザイン､食文化､調理､栄養､食品､食品衛生､ 公衆衛生 

看護 舒��(ｬXﾎﾊHｬXﾎﾈｮ��(�8ｧzI�ﾉ�ﾂ驟i�ﾈｬXﾎﾊI^ｨ��ｬXﾎﾊHｬXﾎﾉ}X�����HｬXﾎﾂ��饑��yﾒ�

情報 ��饑�蝌ｼh,h��檄H攣�位HｸjH�饑����H�饑�,iUﾈﾋｺH4�8ｸ588ｨ5�8�H�饑�5h�2�5�6X8�,ﾈ､ｩJﾚH6ﾈ6(6x8��ｸ4�5h5�6X8�H8(6h8ｸ嶌,h5h7�8X8ﾈ�ｸ5h8x9:H5(92�

ビュータデザイン､図形と画像の処理､マルチメディア表現 



福祉 倆�檠Y�8ｮ��*H��檠Y�9�y7芥��檠Y�8��ｵｨ��Hｮ��(櫁ﾎﾊH��檠Y�8���B�

社会福祉演習､福祉情報処理 

理数 凉ﾙ�I�Hｧs�Iyﾙ�I�HｧxuHuJIyﾙ�I�Hｧy%HｸjIyﾙ�IZ謁ﾚIyﾙ�H嶌ｧzIyﾙ�I�iZ械�

理数地学 

体育 ��ﾈ孜yﾙ�I�ﾈ,(*ﾘ.��:鶇5�7ﾈ�ｸ68uJH5�7ﾈ�ｸ68uC�H5�7ﾈ�ｸ68uHuHuJH5�985械�

野外活動 

音楽 �乂凉ﾙ�H尨ｧ俶ｪH��Id�H5ﾈ8ｸ7H4h�ｸ5x8ZI�ｨｧ咤隶ﾘｧ唏ﾞﾈｼ��
`美術 儖ﾈ��･I�IOﾈ��讙I�iV�Hﾕﾉ�ﾊH､x柬ILX柬I*Hﾘⅸ7(5x8X4�8ｸ6h5X489:B�

クラフトデザイン､映像メディア表現､環境造形､鑑賞研究 

英語 ��ﾘﾘx��ﾎｪH��ﾎｩyﾘ��H��ﾎｩUﾈﾋｺH甑[h峪yﾘ��I�hｨ��ﾎｪH鳧馼��ﾎｪH5(987"�

ユータ.LL演習 

(2)特別支援学校(視覚障害)

①　本科

各教科 丿Xｻ8怦,���+x.�盈｢�

調律 �+)zX･I�I+)zX���I��+"頡9yﾘ���H攣�位Hｸb�

保健理療 �9|8,h��檄I�ﾉ�ﾈ,ﾈﾕﾉ�(,hｴ�EﾊH�V�,ﾉ�ﾈ.越x+�,iuﾉf蟹�hｨ�,h�V�Hｮ��"�

保健理癒､臨床保健理癒､地域保健理廉と保健理療経営､保健理療基礎実習､ 

保健理療臨床実習､保健理療情報処理､課題研究 

保健才筆療 �9|8,h��檄I�ﾉ�ﾈ,ﾈﾕﾉ�(,hｴ�EﾊH�V�,ﾉ�ﾈ.越x+�,iuﾉf蟹�hｨ�,h�V�Hｮ��"�

保健理療､臨床保健理癌､地域保健理廉と保健理療経営､保健理療基礎実習､ 

保健理療臨床実習､保健理療情報処理､課題研究 

理療 �9|8,h��檄I�ﾉ�ﾈ,ﾈﾕﾉ�(,hｴ�EﾊH�V�,ﾉ�ﾈ.越x+�,iuﾉf蟹�hｨ�,h�V�Hｮ��"�

理療学､臨床理療学､地域理療と理療経営､理療基礎実習､理療臨床実習､ 

理療情報処理､課題研究 

理学療法 ��ﾉ�ﾈ,ﾈﾕﾉ�(,hｴ�EﾊH�V�,h��･�I]ｸﾉ"闔9|2頽り��,h8ｨ6�7(8ｨ6X�ｸ5h8x9:B�

基礎理学療法学､理学療法評価学､理学療法治療学､地域理学療法学臨床実 

習､理学療法情報処理､課顧研究 

(3)特別支援学校(聴覚障害)

①　本科

各教科 丿Xｻ8怦,���+x.�盈｢�

印刷 �8ﾟﾈ･I�H����ｹLZH�8ﾟﾈｴ�､"鞏驅ⅸ�8ﾟﾈ6h5X489:H��陋ｸｧr靠Xｧy[h���

処理.管理､印刷情報技蘇基礎､､画像技術､印刷総合実習､課題研究 

理容. 凉ﾙvR餔ﾉvXｭhﾅyd�ｴｺH���hｬyyﾚIyﾙvR餔ﾉvY]ｸﾉ*IyﾙvR餔ﾉvX,ﾉZ謁ﾘ�ｸ嶌ｧzB�

美容 凉ﾙvR餔ﾉvY[h峪�IyﾙvR餔ﾉvXｵｨ��yﾙ�IyﾙvR餔ﾉvX戊�8ｬyyﾚIyﾙvX���DR�

美容実習､理容ー美容情報処理､課題研究 

14



クリーニング鰐係法規･公衆衛生､クリ,-ニング理論､繊維､クリーニング

機器.装置､クリーニング実習､課題研究

②　専攻科

理容. 凉ﾙvR餔ﾉvXｭhﾅyd�ｴｺH���hｬyyﾚIyﾙvR餔ﾉvY]ｸﾉ*IyﾙvR餔ﾉvX,ﾉZ謁ﾒ陋ｸｧzB�

美容 凉ﾙvR餔ﾉvY[h峪�IyﾙvR餔ﾉvXｵｨ��yﾘ�9yﾙvR餔ﾉvX戊�8ｬyyﾚIyﾙvX���B�

美容実習､理容.美容情報処理､課題研究 

歯科技工 倬X怦ｵｨﾔ渥hﾅyd�ｴｺH餽怦ｵｨﾔ逢x･I�H餽怏yﾘﾔ逢zH餽,ﾈ��eXｧzHｧｸﾏｸﾖ��Eﾂ�

学､有床義歯技工学､歯冠修復技工学､矯正歯科技工学､小児歯科技工学､ 

歯科良工実習､歯科技工情報処理､課題研究 

2　特別支援学校(知的障害)

特別支援学校(知的障害)においては､敬称のみを示している｡

農業､工業､家政､流通･サービス



○　特別支援学校の学習指導要領等のこれまでの改訂の経緯

1学習指導要領の改訂の経緯

特別支援学校の学習指導要領は､従前は･学校種別ごとに制定されていた｡

盲学校及び聾学校については､昭和32年に小学部･中学臥昭和35年

に高等部に係る最初の学習指導要領が件成されたo

また､養護学校については､昭和38 ･ 39年に小･中学部･昭和47年

に高等部に係る最初の学習指導要領が作成されたo

以来これまでに5回(養護学校については4回)の改訂を行ってきており･ノ

その概要は次のとおりである｡

事　　　　項

昭和32年

昭和39年

･盲学校小学部･中学部学習指導要領
一般編作成

･ろう学校小学部.中学部学習指導要領
一般編作成

･盲学校高等部学習指導要領一般編作成

･聾学校高等部学習指導要領一般編作成

･養護学校小学部学習指導要領

肢体不自由教育編作成
･養護学校小学部学習指導要領

病弱教育編作成
･養護学校小学部･中学部学習指導要領

精神薄弱教育編作成

･養護学校中学部学習指導要領

肢休不自由教育編作成
･養護学校中学部学習指導要領

病弱教育編作成

聾学校学習指導要領小学部編制定

盲学校学習指導要領中学部編制定

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達

事務次官通達



昭和41年 唳m8ｧxﾕｨｧx�轌;�wi|ﾈﾘ)9兀I])�y.��告示 
･聾学校学習指導要領高等部編制定 俛�鹵�

昭和46年 昭和47年 唳m8ｧxﾕｨ抦ｧyYB�(hｧyYHｧx�轌;�wi|ﾈ淤/��告示 
･聾学校小学部.中学部学習指導要領改訂 俛�鹵�

･養護学校(清神薄弱､肢体不自由､病弱) 俛�鹵�ﾙ�鹵�ﾙ�鹵�

小学部.中学部学習指導要領改訂 

･盲学校高等部学習指導要領､聾学校高等部 

学習指導要改訂 
･養護学校(精神薄弱､硬体不自由､病弱) 

高等部学習指導要領制定 

昭和54年 辻駑8ｧxﾕｪI�ｧxﾕｨｷ�-�wｸﾎﾈｧxﾕｨ抦ｧyYB�(i��YB�告示~ 

学習指導要領改訂 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校高等部 

学習指導要領改訂 

平成元年 唳m8ｧxﾕｪI�ｧxﾕｨｷ�-�wｸﾎﾈｧxﾕｩv9'IYB�告示 

教育要領制定 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校小学部.中学部 

学習指導要領改訂 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校高等部 

学習指導要領改訂 

平成11年 唳m8ｧxﾕｪI�ｧxﾕｨｷ�-�wｸﾎﾈｧxﾕｩv9'IYB�告示 

教育要領改訂 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校小学部.中早部 

学習指導要領改訂 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校高等部 

学習指導要領改訂 

平成15年 唳m8ｧxﾕｪI�ｧxﾕｨｷ�-�wｸﾎﾈｧxﾕｨ抦ｧyYB�(hｧyYB�告示 

学習指導要領一部改正 俛�鹵�
･盲学校､聾学校及び養護学校高等部 

学習指導要領一部改正 

平成19年 唳<�¥ｨ辷�ｧxﾕｩv9'IYHｻ8孜wi|ﾂ�告示 
･特別支援学校小学部.中学部学習指導要領 俛�鹵�

･特別支援学校高等部学習指導要領 俛�鹵�

に名称変更 



(1 )学習指導要領制定以前

幼稚園の保育内容､小学校及び中学校の教科､高等学校の教科及び学科

を準用していた｡

(2)昭和32年. 35年の学習指導要領の制定(盲･聾学校)

昭和32年には､盲学校及び聾学校の小学部.中学軌=ついて､昭和 

35年には高等部について､学習指導要領一般編(事務次官通達)が制定 

された. 

①盲学校及び聾学校の教育目標を明記 

②指導時間数の弾力化や重複障害者等に対する配慮を明記 

③高等部の各課程(盲学掛.こおける理療甲.理療乙.音楽.%通､ 

聾学校における木材工芸.印刷.被服.理容.普通)の目標､.科目等 

を明記 

(3)昭和38年･ 39年の学習指導要領の制定(養護学校)

昭和3 8年には､養護学校の小学部(精神薄弱教育については小･中学

部)について､昭和3 9年には､中学部について学習指導要領(事務次官

通達)が制定された｡

○　精神薄弱養護学校

①　教育内容の示し方を､従前の6領域から各教科等に分短

②　教育課程編成の特例を明記(各教科等を合わせた指導)

○　肢体不自由養護学校

①　教科として｢体育(保健休育)･機能訓練｣を新設

②　重度･重複障害者に対する特例を明記(特別の教育課程)

○　病弱養護学校

①　教科として｢養護･休育(保健休育)｣を新設

②　重度･重複障害者に対する特例を明記(特別の教育課程)
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(4)昭和39･40

昭和39･40

4 1年の学習指導要領の改訂(盲･聾学校)

4 1年には､盲学校及び聾学校について､小学部から

高等部まで順次改訂された｡また･従来の事務次官通達から文部省告示と

されたb

この改訂では､ ①教育課程の基準を明確にすること､ ②教育の目標を明

らかにすること､ ③児童生徒の特性に応ずること･ ④各教科等の目標及び

内容を精選し､基礎的な学習に重点を置くことを基本方針として､次のよ

うな改訂を行った｡

①　教育目標を具体的に明記

②　各教科の目標､各学年の目標･内容･指導上の留意事項･指導計画

の作成及び学習指導の方針について､具休的に明記

③　重複障害者に対する特例を明記(特別の教育課程)

(5)昭和46 ･ 47年の学習指導要領の改訂

昭和4 6年には､盲学校､聾学校及び養護学校の小学部t中学部につい

て､昭和47年には､高等部について改訂されたo

この改訂では､特殊教育の対象となる児童生徒の障害の状況に即応して､

より一層きめ細かな教育を行うようにするため､ ①教育目標を明確に打ち

出すこと､ ②児童生徒の障害の種類や程度等に応ずるため､教育課程の弾

力的な編成を可能にすること､ ③心身の発達上の遅滞や欠陥を補うために

必要な指導分野を充実し､心身の調和的発達を図ることを基本方針として

次のように改訂した｡

①　教育目標を各障害別に明確化

②　心身の障害の状態を改善･克服するための特別の指導分野として

｢養護･訓練｣の領域を新設(教科｢体育(保健体育) ･機能訓練｣､

｢養護･体育(保健体育)｣の廃止)

③　精神薄弱養護学校の各教科について･独自の教育目標･内容を示す

とともに､小学部の教科として｢生活｣を新設

④　重複障害者等に係る教育課程編成の弾力化く下学年の内容と代替､

各教科等の一部に代えて｢養護･訓練｣を主とした指導など)



(6)昭和5 4年の学習指導要領の改訂

昭和5 4年には､従来の学校種別の学習指導要領を一本化し､盲･聾･

養護学校の小学部から高等部まで同時に改訂した｡

この改訂では､児童生徒の心身の障害の状態及び能力･適性等に応じて

可能な限り積極的に社会自立することを目指した教育の充実を図るため､

①小･中学校等に準じた改訂を行うこと､ ②児童生徒の障害の状態等に応

じて､教育課程の一層の弾力的な編成ができるよう配慮すること､ ③養護

学校教育の義務性の実施及び特殊教育をめぐる社会情勢の変化との対応を

図ることなどを基本として､次のような改訂を行った｡

①　重複障害者等に係る教育課程の一層の弾力化(精神薄弱養護学校の

教科との代替､各教科に代えて､｢養護･訓練｣を主とした指導など

②　小t中学部の訪問教育に係る教育課程編成の特例を明記

③　｢養護･訓練｣の授業時数の卒業単位数への換算

④　養護学校高等部(精神薄弱を除く)における職業教育に関する標準

的な教科･科目の明記

(7)平成元年の学習指導要領の改訂

平成元年には､小･中学部及び高等部の学習指導要領を改訂するととも

に､新たに幼稚部教育要領を制定したo

この改訂では､障害者を取り巻く社会環境の変化や児童生徒の障害の多

様化に対応するため､障害の状態や能力･適性等に応じる教育を一層進め､

可能な限り積極的に社会参加･自立する人間の育成を図る観点から､ ①小

･中学校等に準じた改訂を行うこと､ ②幼稚部教育要領を件成すること､

③児童生徒の障害の状態に応じた指導の一層の充実を図ること､ ④高等部

における職業教育の充実を図ることを基本方針として､次のような改訂を

行った｡

①　幼稚部教育要領を作成

②　各教科の指導よの配慮事項の充実　精神薄弱養護学校小学部の各教

科の内容について､発達段階に応じて3段階で明記

③　｢養護･訓練｣の内容の再構成

④　養護学校高等部の標準的な学科を明記､精神薄弱養護学校高等部の

職業に関する学科のr新設及び専門学科に係る事項の明記
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(8)平成1 1年の学習指導要領改訂

平成1 1年には､幼稚部教育要領､小･中学部及び高等部の学習指導要

領を同時に改訂したoこの改訂では､完全学校週5日制の下で･各学校が

ゆとりの中で特色ある教育を展開し､幼児児童生徒が豊かな人間性や基礎

･基本を身に付け､個性を生かし､自ら学び自ら考える[生きる力]を培

うことを基本的なねらいとして､ ①幼稚園､小学校､中学校及び高等学校

の教育課程の基準の改善に準じた改善を図ること､ ②幼児児童生徒の障害

の重度･重複化や社会の変化を踏まえ､一人一人の障害の状態に応じたき

め細かな指導を一層充実することを基本方針として､次のような改訂を行

った｡

○障害の重度･重複化への対応

① ｢養護･訓練｣の名称を｢自立活動｣に変更するとともに･目標･

内容を改善｡個別の指導計画の作成について規定

②　高等部の訪問教育に係る規定を整備

○早期からの適切な対応

①　幼稚部において､ 3歳未満の乳幼児を含む教育相談に関する事項を

新たに規定

②　重複障害幼児について､指導上の留意事項を新たに示すとともに､

指導計画作成上の留意事項を充実

○職業的な自立の推進等

①　知的障害養護学校において､中学部及び高等執= ｢外国語｣を･ま

た高等部に｢情報｣及び｢流通･サービス｣を､それぞれ選択教科と

して新設

②　盲学校や聾学校の専門教科･科目について､科目構成の大綱化及び

内容の範囲等を明確化

③　交流教育について､その意義を一層明確に規定



(9)平成1 5年の学習指導要領の一部改正

平成1 5年には､小･中学部及び高等部の学習指導要領の一部改正を行

った｡

この改正では､学習指導要領に示す基礎的･基本的な内容の確実な定着

を図るとともに､各学校の裁量により創意工夫を生かした特色ある取組を

行うことによって､児童生徒に知識や技能はもとより､学ぶ意欲や､自分

で課題を見付け､自ら学び､主体的に判断し､行動し､よりよく問題を解

決する資質や能力などの｢確かな学力｣を育成し､ ｢生きる力｣をはぐくむ

という学習指導要領のねらいの一層の実現を図るため､次のような一部改

正を行ったo

①　学習指導要領の基準性を踏まえた指導の一層の充実

②　総合的な学習の時間の一層の充実
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3　個別の指導計画､個別の教育支援計画

○　関係規定等

(1 )学習指導要領等(平成11年3月告示)

(小･中学却)

第1章　総　則

第2節　教育課程の編成

第7　指導計画作成等に当たって配慮すべき事項
1皇室医においては,次の事項に配慮しながら,学校の創意工夫を生かし,全体

として,調和のとれた具体的な指導計画を作成するものとする｡

(5)重複障害者の指導に当たっては,個々の児童又は生徒の実態を的確に把握し,

個別の指導計画を作成すること｡

第5章　自立活動

第3　指導計画の作成と内容の取扱い
1　自立活動の指導に当たっては,個々の児童又は生徒の障害の状態や発達段階等

の的確な把握に基づき,指導の目標及び指導内容を明確にし,個別の指導計画を

作成するものとする｡

(幼稚知,高等部においても同趣旨がある｡)

(2)障害者基本法
第9条　墜塵追,障害者の福祉に関する施策及び障害者の予防に関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため,障害者のための施策に関する基本的な計画(以下｢障

害者基本計画｣というo)を策定しなければならない｡

(3)障害者基本計画(平成14年12月24日間議決定)
Ⅲ　分野別施策の基本方向

4　教育･育成

(I)施策の基本的方向

障害のある子どもの発達段階に応じて,関係機関が適切な役割分担の下に.
一人一人のニーズに応じて適切な支援を行う計画(個別の支援計画)を策定し

て効果的な支援を行う｡

(4)重点施策実施5か年計画(新障害者プラン)
<第-　一貫した相談支援体制の整備>

C.盲･聾･養護学校において個別の支援計画を平成1 7年度までに策定するo

23



(5)発達障害のある児童生徒への支援について(初等中等教育局長,高等教育
局長,スポーツ･青少年局長3局長通知) (平成17年4月1日)

第2　発達障害のある児童生徒等への支援について
1学校における発達障害のある幼児児童生徒-の支援

(1)

③　小学校等における｢個別の指導計画｣及び｢個別の教育支援計画｣の作成

小学校笠においては,必要に応じ,児童生徒一人一人のニーズに応じた指
導目標や内容,方法等を示した_!個別の指導計画｣及_tF_関係機関の連携によ

る乳幼児期から学校卒業後まで一貫した支援を行うための教育的支援の目標

や内容等を盛り込んだ｢個別の教育支援計画｣の作成を進めること｡

'2'基墨還語礎過
別の指導計軌及び｢個別の教育支援計画｣の作成を進めること｡

(6)中央教育審議会答申(平成17年12月8日)
○　個別の教育支援計画については,今後,小･中学校も含めた策定の推進を検討す

るとともに,関係機関と連携した効果的な運用方法を確立する必要がある｡また,

今後の運用状況を踏まえつつ, ｢個別の指導計画｣と併せて学習指導要領等-の位

置付けを行うことや,就学事務における取扱いなどを検討する必要がある｡



○　個別の指導計画の作成例

盲学校 学級 氏名 抱��ﾆH��ﾈ����fﾉVh�ｸｧｨ司9俐�ｨ�:貭ﾙ4ｸ鳧ｪﾒ�刹蝕指甑::〇〇〇〇一 

生徒 唸ﾕｩ>�,ﾈ昆:�,ﾙ%�<h,X,X*ｸ.��ｲ�

実嘩 唳I(����ﾞﾈ,ﾒﾙ,ｨ.逢x�+X,H*(.�*ｨ+���ﾝｸ,�<h.�,Y^�*(+ﾘﾆ��,ﾘ,�*(�ｲ�
･自ら積極的に話し掛けたり､援助を依頼したりすることは苦手である｡ 

年間 唳I(��^�ﾗ8,ﾈｮ馮ｸﾍｸ��/��;�+x.��ｲ�

目標 唳]ｹtﾈｫHｦ�/��Zｨｨ駅�+X,H�鈷,ﾈ�8ｻX/�ｦﾙDh,X*ｸ.�.h*H,�+x.��ｲ�
･学校から最寄りのバス停までの歩行を確立する○ 

学期 倡y;�>�vR�%�ﾋ99鋳ﾒ�侘)¥ｨ,ﾈ轌;�mｩUr韶�+�,B�評価.所見等 

1 僮(��^�ﾗ8,ﾈｮ馮ｸｵｨ���唸���蟹�X.浦ﾚH8ｨ5�8�,�,x,亢8/�WH*��･校内の慣れた蒙所では正しい姿勢で 
･スライド法､タッチテクニ 劍齷�ﾘ/�.�,�,I^�*ﾘ+�,h*ｨ,X*ｸ.�*ｪB�

ツクなど 剏Jり返し練習する○ 俔ｨ､��+ﾙ7)%ｸ,�:�*ｸ*ｨ*ﾈ+�+�,�*ﾒ�
-白杖を用いた直線歩行 �-学校周辺の道路を実際に歩いて見る○ �,�,�,H+X-ﾈ*J��ﾒ韭兒ｨ�(,Xﾖﾈ*h.�+�,h*ｨ,X*ｸ.�*ｪI:��

空間概念の形成 �...:空間座標軸に自分軸を位置付ける. �*ｸ,ﾉ¥�ｸ,偖ﾘ,�,Hｿ8ｭI.�ｨ+x.�+�,b�
一束西南北の定位 �:r正面は北､この隅は?｣ �*ｩ����+X*"��

ー地理的空間定位と心的地図 勍心的地図上の位置と地理的定位の特徴 唸ﾕｨ�>�,ﾚH*(,(.�:�+hﾆ��,X昆:�+R�

･校舎内の教室位置の把握 凾��№ｷる〇 ･校舎内の目的教室に､いくつか異なる 経路で移動する. �,H*(.�+�,h*ｩZｨ*�,�+ﾒ��

2 偖ｩ�隘�,ﾉ^�ﾗ2�壷_ｸﾏﾈ/�査鰄+X,I+ﾉ�ﾉ^�ﾗ8,X*ｸ.�.h*H,��･リズミカルな白杖操作で､直線歩行 
･路上の障害物回避 凾ｷる. �,ﾘ5�8��ｸ5�,�,X*ｸ.�.h*H,�,�,�+ﾖB�

･走行中の自転車回避p �-自転車は自動車の走行音に注意して､ 唸��O�*�.x,ﾈ��Yﾈﾗ9:�,ﾈ�;�,�.(.(薰�

-走行中の自動車音振定位 刪ﾊ置や進行方向を把握する○ 兌x竧,�+ﾘ�ｲ�

..ランドマ--9の発見- 勍適切なランドマーク(手掛かり)を選 坪ﾏ�ﾛy5�/���&h+x.�,h*ｸ,ﾉ_ｸﾏﾈ査鰄*｢�

-交差点の発見 剔�ｵて利用する. �>�+X*ﾚI<h.�,W�,ﾘｮｸ,�*(�ｩlｨ*ｨ巍7��

･交差点の横断 勍交差点横断時の方向維持､出発判断､ �*�*�,�+ﾔ�FｩJﾘ鳧,ﾉ_ｸﾏﾈﾈ�-�,h�股�

-soc(直角の.方向取り､元 の′レ--.ド-の復帰) 刄yアリング定位を繰り返し練習する○ �,ﾈ將ﾘ,ﾉ(ﾘ�8*ｨ攣��,X*�.唐�

3 傀�L�挨�,ﾉ^�ﾗ2�唸尸�ｩ�ﾘﾘh/�y駅�+X+ﾘ.芥棈尨,Y�俎9_ｲ�･周囲の音を聞いて活用することがな 
･信号の利用 剏��ﾙ別したりする○ �*�,�*�>�+X*(ﾆｨ��,X*�.薬�

･選択聴音による環境把握 �-騒音の中.から必要な聴覚情報を得るよ 唳/�麌+8.ｨ+ﾘ5(�ｸ5�/�^�*ﾘ+�,b�,ﾘ,X*ｲ�

･目的地発見 凾､にするo �.�*ｪH齷Zｨ,X5(�ｸ5�/�zx粂+x.�+�,b�

･コース定位(理解と立案) �-目的地に対して適切なロースを立案し �,ﾙ>�+X*(�ｹ&騫ﾙ4�,宇8簡*ｨ�Zｨ,�,R�

･コーズ定位(コース変更) 凾ｽり､状況に応じて変更したりする○ �*ｸ,H*(,�*(.h*H,X*�.��ｲ�

･.逆コース理解 勍混練時の白杖操作､,コースの保持､階 唳5ﾘ��鳧,ﾈ7ﾘ6�8,�,r韵ﾇEｦdRﾘ,ﾈｴ8ﾇ��

･混雑時の歩行 剪i発見などの方法を知る. �.�,�.(.(ﾈx*�.冤ｨ*ｨﾊ�.x.ｨ+ﾒ��

今年 評 �7�,ﾂ�白杖の操作技術はほぼ習得できている.特に2学期からは単独通学に対する意欲が芽生え､それと 

価 �,h.�,亰ｨ��.�ﾏﾈ�8+X,H*ｸ+ﾒ�+ﾘ+鶇ｿ8ｭI&�&ﾘ,�.(.)n)��*ｨ*�.�,ﾈ*咤ﾘ5(�ｸ5�.�ｨ/�+x.�,ﾈ*ｨｾｨ訷,�.b�

うであるo歩行の起点と目標を意識して､方向と距離を予測したりするなど､ふだんから心的地図を 

描く訓練を積む必要がある○また､周囲の音を十分に聞くことと白杖で確かめることを併用してこよ 

り安全で確実な歩行ができるよう心掛けていってほしい. 

次年 の王 冑�ﾒ�攣���路上に出てからは､方向取りや障害物回避からの回復の指導に手間取り､エスカレーターや公共交 
通機関の利用､援助依頼の仕方などの学習までには至らなかった○単独通学や高校進学に向けて､来 

年度は是非取り組む必要がある○また歩行時のマナーについても指導していきたい○ 



○　個別の教育支援計画の作成例

(小)学部(1-3)年用 

(ふリb{な) 児童.生徒名 ����������性別 ��iD��?｢�ヰ成0年0月OE]生 

0900 ���gS.;** 况2ﾘu2粳(b靼"�9D竰�

Ft書等の状況 俘)7員ｈ粘��8ﾛc�咊帝�ﾙ�ｹMH,ﾉ�Yw�,�.h.芥ﾜ(ｾ8+ﾙH���,h,�.x,��駘ｨ,X,ﾉxｩ%�,��(/�+x.�+�,h*ｨ,X*ｸ.定詹�(.(�[b���y�x蘒b�0種0扱 
(平成6年〇月交付) 

任所 ��v��&��ｸ�ｲΚ���ﾘﾊs���3�����DVﾃ�ﾓ��刋�xﾙ�b�T 逃���ﾓ�����

操塵_音名 ��������佗�ｷﾙ��亙�b�T 鐙�t�C�����

在籍校 柳�v�恢ｧxﾕｩ�ﾉ9h�ﾒﾘ6dｧ(6ﾂﾓW"ﾒ������刋�e��b�T 謄����ﾖ�f�｣ﾓ����ﾘ,ﾄD��

関連する学校 柳�ﾈｧxﾕ｢虻�ｩ&靱｢忠%99h5"ﾕEH486ﾂﾘ4��ｲ簸���刋�xﾙ�b�T 噸����ﾓ����2s｣����ﾓ�����
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4　交流及び共同学習

○　関係規定等

(1 )特別支援学校小学部･中学部学習指導要領(平成11年3月告示)
第1章　総　則

第2節　教育課程の編成

第7　指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
1の(6)開かれた学校づくりを進めるため,地域や学校の実態等に応じ,家庭や

地域の人々の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること｡また,登

校相互の連携や交流を図ることにも努めること｡特に,児童又は生徒の経験を

広めて積極的な態度を養い,社会性や豊かな人間性をはぐくむために,学校の

教育活動全体を通じて,小学校の児童又は中学校の生徒及び地域の人々などと

活動を共にする機会を積極的に設けるようにすること｡

(幼稚部,高等部においても同趣旨がある｡)

(2)小学校学習指導要領(平成20年3月告示)
第1章　総　則

第4　指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
2の(12)学校がその目的を達成するため,地域や学校の実態等に応じ,家庭や地

域の人々の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること｡また,ノ｣､学

校間,幼稚園や保育所,中学校及び特別支援学校などとの間の連携や交流を図

五とともに,野害のある幼児児章生徒との交流及び共同学習や高齢者などとの
交流の機会を設けること｡

(幼稚固,中学校及び高等学校においても同趣旨がある｡)

(3)障害者基本法(平成16年6月4日一部改正)

第14条
3　国及び地方公共団体は,障害のある児童及び生徒と障害のない児童及び生徒との

交流及び共同学習を積極的に進めることによって･その相互理解を促進しなければ
ならない｡

､､



5　特別支援学校の教育課程に係る関係法令

【学校琴育法】

第7 2条　特別支援学校は､視覚障害者､聴覚障害者､知的障害者､肢体不自由者又は病
弱者(身体虚弱者を含む｡以下同じ｡)に対して､幼稚園､小学校､ヰ学校又は高等学

校に準ずる教育を施すとともに､障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図
るために必要な知識技能を授けることを目的とする｡

第7 4条　特別支援学校においては､第7 2条に規定する目的を実現するための教育を行

うほか､幼稚園､小学校､中学校､高等学校又は中等教育学校の要請に応じて､第8 1

条第1項に規定する幼児､児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努

旦旦ものとする｡

第7 7条　特別支援学校の幼稚部の教育課程その他の保育内容､小学部及び中学部の教育

課程又は高等部の学科及び教育課程に関する事項は､幼稚園､小学校､中学校又は高等

学校に準じて､文部科学大臣が定める｡

第8 1条　幼稚園､小学校､中学校､高等学校及び中等教育学校においては､次項各号の
いずれかに該当する幼児､児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児､児

童及び生徒に対し､文部科学大臣の定めるところにより､障害による学習上又は生活上
の困難を克服するための教育を行うものとする｡

2　小学校､中学校､高等学校及び中等教育学校には､次の各号のいずれかに該当する児

童及び生徒のために､特別支援学級を置くことができる｡

1.知的障害者

2.肢体不自由者

3.身体虚弱者

4.弱視着

5.難聴者

6.その他障害のある者で､特別支援学級において教育を行うことが適当なもの
3　前項に規定する学校においては､疾病により療養中の児童及び生徒に対して､特別支

援学級を設け､又は教員を派遣して､教育を行うことができる｡



【学校教育法施行規則】

第1 26条　特別支援学校の小学部の教育課程は､国語､社会､算数､理科､生活､音

楽､図画工作､家庭及び体育の各教科(知的障害者である児童を教育する場合は生活､

国語､算数､音楽､図画工作及び体育の各教科とする｡)､道徳､特別活動､自立活動並

びに総合的な学習の時間(知的障害者である児童を教育する場合を除く｡)によって編

成するものとする｡

第1 2 7条　特別支援学校の中学部の教育課壁は､必修教科､選択教科､道徳､特別活

ふ､自立活動及び総合的な学習の時間によって編成するものとする0

2　必修教科は､国語､社会､数学､理科､音楽､美術､保健体育､技術･家庭及び外

国語(次項において｢国語等｣という｡)の各教科(知的障害者である生徒を教育する

場合は国語､社会､数学､理科､音楽､美術､保健体育及び職業･家庭の各教科とする｡)

ーとする｡

3　選択教科は､国語等の各教科(知的障害者である生徒を教育する場合は外国語とす

る｡)及び第1 2 9条に規定する特別支援学校′J､学部･中学部学習指導要領で定めるそ

の他特に必要な教科とし､これらのうちから､地域及び学校の実態並びに生徒の特性そ
の他の事情を考慮して設けるものとする｡

第1 2 8条　特別支援学校の高等部の教育課程は､別表第三及び別表第五に定める各教

科に属する科目(知的障害者である生徒を教育する場合は国語､社会､数学､理科､音
楽､美術､保健体育､職業､家庭､外国語､情報､家政､農業､工業及び流通･サービ
スの各教科並びに第1 2 9条に規定する特別支援学校高等部学習指導要領で定めるこれ

ら以外の教科とする｡)､特別活動(知的障害者である生徒を教育する場合は､道徳及び

特別活動とするo)､自立活動及び総合的な学習の時間によって編成するものとする｡

笹1 29条　特別支援学校の教育課程については､この章に定めるもののほか､教育課

鐙の基準として文部科学大臣が別に公示する特別支援学校幼稚部教育要領､特別支援学

校小学部･中学部学習指導要領及び特別支援学校高等部学習指導要領によるものとす
る｡

第1 30粂　特別支援学校の小学部､中学部又は高等部においては､特に必要がある場

全は､第1 2 6条から第1 2 8条までに規定する査墾塾(次項において｢各教科｣とい

う｡)又は別表第三及び別表第五に定める各教科に属する科目の牟部又は一部について､

合わせて授業を行うことができる｡
2　特別支援学校の小学部､中学部又は高等部においては､知的障害者である児童若し

くは生徒又は複数の種類の障害を併せ有する児童若しくは生徒を教育する場合において

特に必要があるときは､各教科､道徳､特別活動及び自立活動の全部又は一部について､

合わせて授墓を行うことができる｡

第1 3 1条　特別支援学校の小学部､中学部又は高等部において､複数の種類の障害を

併せ有する児童若しくは生徒を教育する場合又は教員を派遣して教育を行う場合にjT3: ＼
て､特に必要があるときは､第1 26条から第129条までの規定にかかわらず､壁也

の教育課程によることができる｡

2　前項の規定により特別の教育課程による場合において､文部科学大臣の検定を経た

教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図書を使用することが適当でな
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6　中央教育審議会答申(特別支援教育関係部分抜粋)

o　｢幼稚園､小学校､中学校､高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

の改善について｣ (答申) (平成20年1月1 7日中央教育審議会)

(3)　特別支援教育

改善の基本方針

○　特別支援教育●1については､その課題●2を踏まえ､ ①社会の変化や子どもの障害の重

度･重複化､多様化､ ②複数の障害種別に対応した教育を行うことのできる特別支援学

校制度の創設､ ③幼稚園､ ′ト学校､中学校及び高等学校等における特別支援教育の制度

化などに対応し､障害のある子ども-人一人の教育的ニーズに対応した適切な教育や必

要な支援を行う観点から､教育課程の基準の改善を図る｡

(正)改善の具体的事項

･l　特別支援学校の教育課程は､幼稚臥小学校､中学校及び高等学校に準ずる各教科(知的障害者を教育する場合は独自の教科)等

のほか､障害に基づく種々の困難の改善･克服を目的とした額域である｢自立活動｣で編成している｡さらに､障害の状態等に応じ

た教育を行うため､種々の教育汲程の特例が設けられている｡

小･中学校の特別支援学級の教育祝程は､ ′ト中学校の学習指導要領によることとなるが､特に必要がある場合には､特別の教育

.諜i壬を編成することができる｡その場合､特別支援学校の学習指導要領を参考として､実情に合った教育課程を編成することとして

いる｡また,通掛こよる指導は､障害の状態に応じた特別の指導(自立活動の指導等)を特別の指導の碁(過敏指導数量)で行うも

ので､通常の学級の教育課程に加え､又はその一部に替えた教育課程を編成することができる｡その場合､特別支援学校の学習指導

要領を参考として編成することとしている｡幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等の通常の学掛こ在籍する障害のある子どもにつ

いては､その実態に応じ､指導内容や指導方鋲を工夫することとしている｡

また､障害の重複化に対応した適切な教育を行うため､平成1 9年度から､従前の盲･聾･養護学校臥複敦の障害種別を教育の

対象とすることのできる｢特別支壌学校｣に転換された｡

'2　特別支援教育の敦題としては､

.特別支援学校の小･中学部では.平成1 8年度において､ 42. 8% (肢体不自由者を教育する特別支援学校では75･ 3%)

の子どもが重複障害学級に在籍するなど､障害の重度･重複化､多様化が進んでいる｡複数の障害を教育の対象とすることができ

る｢特別支援学校｣の制度を生かし､一人一人に応じたきめ細かな指導が~層求められている｡

･地域における賂別支援教育を推進する上で､ ｢特別支援学校｣がその専門性を生かしながら､幼稚園､小学校､中学校及び高等

学校等の要請に応じて支援などを行う特別支援教育のセンター的機能を果たすことが求められている｡

.特別支援学校卒業者の企業等への就職は依然として厳しい状況にあり､障害者の自立と社会参加を促進するため､企業や労働関

係機関等との連携を図った職業教育や進路指導の一層の改善が求められている｡

･特別支援学校では.福祉､医療､保健,労働等の関係捜関等との連携を図り､障害のある子ども一人一人のニーズに対応して売

切な支援を行う計画(個別の教育支援計画)を策定することとされており､その効果的な活用が課類となっている,

.小･中学校の通常の学級において､ LD (学習障害)､ ADHD (注意欠陥参勤性障害)等の子どもが約6%程度の朝食で存jF-

する可能性が示されている｡これらの子どもも含め､幼稚園､小学校,中学校及び高等学校等における障害のある子どもに濁し･

適切な指導及び必要な支援を行うことが求められている｡

.障零のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習について,今後一層の促進を図るとともに､その効果的な実施が求

められている｡
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①　特別支援学校

a )教育目標について

○　学校教育法における特別支援学校の目的の改正を踏まえ､特別支援学校の学習指導

要衝等の目標を見直す｡

b )自立活動について

○　自立活動の内容は､ 5区分(健康の保持､心理的な安定､環境の把握､身体の動き､

コミュニケーション)の下に2 2項目が示されているが､社会の変化や子どもの障害

の重度･重複化､自閉症､ LD (学習障害) '1､ ADHD (注意欠陥多動性障害) ◆2

等も含む多様な障害に応じた適切な指導を一層充実させるため､他者とのかかわり､

他者の意図や感情の理解､自己理解と行動の調整､集団-の参加､感覚や認知の特性
への対応などに関することを内容の項目に盛り込む｡

○　現行の5区分に加え､新たな区分として｢人間関係の形成｣を設け､それぞれの区

分と項目の関連を整理する｡

○　自立活動の指導に当たっては､実践を踏まえた評価を行い､指導の改善に生かすこ

とを明確にするとともに､指導計画の作成の手順がより理解されやすい示し方とする｡

○　子どもの主体的な所動を一層進めるとともに､子どもが活動しやすいよう､自ら環

境を整えたり､必要に応じて周囲の人の支援を求めたりするような指導にづいても配

慮することを明確にする｡

C )重複障害者等の指導について

○　二つ以上の障害を併せ有する者(重複障害者)等については､一人一人の実態に応

じ､より弾力的な教育課程を編成することができるようにする｡

○　学校全体の組織的な対応の下で､複数の教師等の協力により適切な指導を行うこと

はもとより､必要に応じて､医師､看護師､理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､

心理学の専門家等の助言や知見などを指導に生かすことを明確にする.

o　家庭や病院等に教師を派遣して教育を行う訪問教育については､個々の実態に応じ

て､指導内容･方法等の工夫･改善を図ることを明確にするo

d )知的障害のある子どもに対する教育を行う特別支援学校の各教科について

○　各教科の内容等について､社会の変化や子どもたちの実態を踏まえた見直しを行う

とともに､より分かりやすい表記とする｡

●l Learning DISat'llitleS の軌学習障害とは､基本的には全般的な知的発達に遅れrj:ないが･聞く･番す･ 読む､書く,打ブIiす

る又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指す｡

+2 Attention-Deficit / HyperactivitY Disorderの略､注意欠陥多動性障害とは･年齢あるいは発達に不釣合いな注意九及び/

又は衝動性_多動性を特徴とする行動の障害で､社会的な活動や学業の擁儀に支障をきたす｡

32



○　高等部において､生徒の実態や卒業後の就労の状況等を踏まえた職業教育を一層進

める観点から､福祉に関する基礎的･基本的な内容で構成する新たな専門教科として

｢福祉｣を新設する｡

○　指導に当たっては､子どもが習得した知識･技能等を､実際の生活の中で活用でき

るよう工夫する旨をより明確にする｡

e )職業に関する教科等について

○　高等部の専門教科については､社会の変化や時代の進展､近年の障害者の就業状況

などを踏まえ､必要な見直しを行う｡

○　職業に関する教科については､現場実習等の体験的な学習を一層重視すること､地

域や産業界との連携を図り､企業関係者など外部の専門家を積極的に活用することを

明確にする｡

○　進路指導に当たっては､関係機関との連携を図りながら､生徒が自分に合った進路

を主体的に選択できるよう､早い段階からの進路指導を充実する｡

f )指導方法等の改善について

○　情報機器の活用などによる効果的･効率的な教科指導や､個別の指導計画に基づき､

授業形態や集団の構成などを工夫した一層の効果的な指導の必要性を明確にする｡

○　幼稚部の留意事項や小･中･高等部の各教科の配慮事項について､障害の特性や子

どもを取り巻く社会の状況の変化等を踏まえた見直しを行う｡

う　個別の指導計画について

○　現在､自立活動及び重複障害者の指導に当たっては､個別の指導計画を作成するこ

ととしているが､個々の子どもの多様な実態に応じた適切な指導を一層進めるため､

各教科等における配慮事項なども含めた個別の指導計画を作成することを明確にす

る｡

○　個別の指導計画については､実践を踏まえた評価を行い､指導の改善に生かすこと

を明確にする｡

h )個別の教育支援計画について

○　現在､家庭､児童福祉施設､医療機関等との連携を密にし､指導の効果を上げるよ

う努めることとしており､これを更に進め､家庭や､福祉､医療､保健､労働関係機

関等との緊密な連携を図り､一人一人のニーズに応じた適切な支援を行うための個別

の教育支援計画の策定やその活用を図ることを明確にする｡

○　個別の教育支援計画の策定に当たっては､家庭との連携を図った取組を一層進める

ことを明確にする｡

i )特別支援教育のセンター的機能について
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○　現在､教育相談に係る地域の特別支援教育のセンターとしての役割を果たすよう努

めることとしており､これを更に進め､地域の特別支援教育のセンターとしての役割

を果たすよう次の事項について､教育課程に関連する事項として位置付けるものとす

る｡

○　幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等の要請により､障害のある子ども又はその

教師に対し必要な助言､援助を行うことを明碇にする｡

○　地域における特別支援教育のセンターとしての役割を果たすよう努めること｡その

際､障害のある幼児等の保護者に対する早期からの相談など､関係機関等とも連携し

つつ､早期支援にも努めることを明確にする｡

○　組織的に取り組むための校内体制を整備することを明確にする｡

○　他の特別支援学校や幼稚臥小学校､中学校及び高等学校等との連携を図ることを

明確にする｡

j )交流及び共同学習について

○　幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等の子どもたちとの交流及び共同学習につい

ては､双方の子どもたちの教育的ニーズに対応した内容･方法を十分検討し､早期か

ら組織的､計画的､継続的に実施するよう努めるo

k) ICFの視点について

O I CF (国際生活機能分類) `】の考え方を踏まえ､自立と社会参加を目指した指導

の一層の充実を図る観点から､子どもの的確な実態把握､関係機関等との効果的な連

携､環境-の酉己慮などを盛り込む｡

1 )教師の専門性の向上や教育条件の整備等について

○　特別支援学校の教師の専門性の向上を図るため､特別支援学校教諭免許状の取得の

促進､国や都道府県等における研修や校内研修の充実などの施策を一層推進する｡

○　特別支援学校が地域の特別支援教育のセンターとしての役割を果たしていくために

は､必要な教職員定数の改善を進める必要がある｡

②　幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等における特別支援教育

a )小･中学校の特別支援学級及び通級による指導について

○　′ト中学校の特別支援学級や通級による指導は､小･中学校における教育の一形態

Intematl｡,.al Classification Of Functioning. disability and nealthの晩
人間の生活株熊と障害に関する状況を記述するこ

とを目的とした分類であり､健康状態､心身横臥身体構造､活動と参加･環境因子､個人国子から構成される｡ 200 1年にWⅥ0

(世界保健機関)において採択された｡
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であることを､すべての教職員が十分認識し､その指導が学校全体で行われるように

するため､次のような改善を図るo
･特別支援学級､通級による指導に係る特別の教育課程の編成に当たっては､特別

支援学校学習指導要領に定める事項を取り入れた教育課程を編成することができる

ことを明確にする｡

･学校内の支援体制を整備するとともに､学校全体で取り組むこととする｡

･個々の子どもの実態を的確に把握し､それに応じたきめ細かな指導を行うため､

個別の指導計画の作成に努めること｡
･一人一人に応じた適切な支援を行うためには､家庭や関係機関等との連携が重要

であることから､必要に応じて､個別の教育支援計画の策定やその活用を図ること｡

b )幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等の通常の学級における指導の充実について

○　小･中学校の通常の学級において､ LD (学習障害)､ ADHD (注意欠陥多動性

障害)等の子どもが約6%程度の割合で存在する可能性が示されており､これらの子

どもの障害特性などを十分に理解し､各教科等において適切な指導を行う必要がある.

そこで､幼稚園､高等学校等も含め､障害のある子どもに対する理解と適切な指導を

充実するため､次のような改善を図る｡
･幼稚園､小学校､中学校及び高等学校等の通常の学級に在籍する障害のある子ど

もに対し､必要に応じて､個別の指導計画の作成や個別の教育支援計画の策定を行

うこと､特別支援学校や特別支援学級における指導方法を参考とした指導を行うよ

うにすることなど､個々の障害に応じて必要な配慮が適切に行われるようにするこ

とを明確にする｡
･早期からの適切な指導を実施することは､その後の教育を進めていく上で大きな

効果が期待できることから､認定こども園制度の創設なども考慮しつつ､障害のあ

る子どもが在籍する幼稚園に対する支援の充実を図る｡また､幼稚園段階における

障害の状態に応じた指導の充実方策について､更に検討する｡
･後期中等教育段階において､障害のある生徒に対する適切な教育や必要な支援を

行うことは重要な課題であることから､高等学校等における障害の状態に応じた指

導の充実方策について､更に検討する｡

C )センター的機能の活用について

○　特別支援学校が､地域の特別支援教育のセンターとしての機能を生かし､幼稚園､

小学校､中学校及び高等学校等の要請に応じて支援などを行うことは､子どものニー

ズに応じた教育を進めていく上で､大きな効果が期待される｡そのため､幼稚園､小

学校､中学校及び高等学校等においても､特別支援学校のセンター的機能を,17;Jlir一

障害のある子ども-の適切な指導及び必要な支援を行うための校内支援体制の整備に

努める｡

d )交流及び共同学習について
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○　障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習については､双方の子

どもたちの教育的ニーズに対応した内容･方法を十分検討し､早期から組織的､計画

的､継続的に実施するよう努める｡ ･

○　障害のない子どもが､障害のある子どもについての理解と認識を深めることが重要

であることから､理解と認識を深めるための指導を充実する｡

e )教師の専門性の向上や教育条件の整備等について

○　特別支援教育についての教師の資質の向上を図るため､特別支援学校教諭免許状の

取得を通じた専門性の向上､国や都道府県等における研修や校内研修の充実などの施

策を一層推進する｡

○　すべての教師の特別支援教育に対する理解と一定程度の専門性を定着させるため､

教員養成段階における特別支援教育に関する内容の充実を図ることなどの施策を推進

する｡

○　子どもの障害の状態に応じた適切な指導を行うためには､必要な教職員定数等の改

善を進めるとともに､特別支援教育支援負を含めた教職員の専門性の向上､スクール

カウンセラーや学校医､外部の専門家の一層の活用､バリアフリーに対応した施設･

設備の整備など､特別支援教育を推進する観点に立ち､きめ細かな教育条件の整備を

進める必要がある｡
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